
- 1 - 

中央社保協「国保改善運動学習交流集会」 

 2023年 12月 17日 

名古屋市における国保改善の取り組み 
 

愛知県社会保障推進協議会事務局次長 

愛知県社会保障推進協議会国保対策委員 

愛知県保険医協会事務局次長 

 伊藤 剛 

 

１．注目される名古屋市の保険料～運動で実現した２つの独自制度～ 

①主要都市の保険料（２０２２年度） ※中央社保協調査結果・万円単位を四捨五入 

 ４人世帯 
（夫婦・小学生２人） 

所得２００万円 
※２割軽減 

２人世帯 
（高齢夫婦） 
所得８０万円 
※５割軽減 

１人世帯 
（高齢単身者） 
所得１００万円 
※軽減なし 

名古屋市 ２３万円  ６万円 １１万円 

横浜市 ２６万円  ８万円 １０万円 

京都市 ３５万円  ８万円 １２万円 

大阪市 ４０万円 １０万円 １４万円 

神戸市 ３３万円 １０万円 １４万円 

長野市 ２７万円  ８万円 １１万円 

松本市 ２８万円  ８万円 １２万円 

▷名古屋市に下記②③の２つの独自制度がなかった場合の保険料 

名古屋市 ３５万円 １０万円 １１万円 

②名古屋市独自の減免・軽減制度の実施（一般会計からの法定外繰入） 

【保険料減免・軽減制度（例示）】 

①被保険者全員の均等割を一律５％軽減－申請不要－ 
※４人家族で１１，０００円軽減 

②所得１３５万円以下の障害者・寡婦・ひとり親の均等割を３割減免 
※約１６，６００円（介護分がある場合は約２１，７００円）軽減 

③所得４５万円以下の６５歳以上高齢者の均等割を３割減免 
※約１６，６００円軽減 

④収入減少の減免（前年所得１０００万円以下・当年見込所得２７４万円以下・前年所
得の８/１０以下に減少する世帯）の所得割を減免 
※約６，５００世帯、６.２億円の実績（２０２２年度） 

（注）②～④は申請が必要 
②・③は個人で判定するため、家族の所得にかかわらず適用される 
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③「多人数世帯、障害者・寡婦・ひとり親」と「低所得世帯」に「独自控除」 

１）扶養家族がいる世帯、障害者・寡婦・ひとり親の所得割の独自控除 

【所得割額の独自控除金額－申請不要－】（保険料の枠内措置） 

区   分 所得から控除する金額 

扶養家族がいる場

合 

障害者控除の対象でない扶養家族 1人につき３３万円 

障害者控除の対象である扶養家族 1人につき８６万円 

障害者控除（本人分）・寡婦・ひとり親控除の対象者 ９２万円 

※所得割保険料（医療分＋支援金分）は概ね１０％であり、障害者・寡婦・ひと

り親は約９万円、４人家族（うち、３人が扶養家族）は約１０万円の軽減 

２）法定減額世帯に均等割の独自控除 

【均等割独自控除額－申請不要－】（保険料の枠内措置） 

法定減額対象（７割・５割・２割）世帯の均等割額を１人につき２，０００円軽減 

  

２．一般会計からの法定外繰入の存続・拡充 

①一般会計からの法定外繰入額の推移（全国） 

年 度 

決算補填等目的の繰入 

（削減・解消の対象） 
決算補填等目的以外の繰入 

（削減・解消の対象外） 
金 額 保険者数 

２０１４年度 ３，４６８億円 １，１１２ ３１１億円 

２０１５年度 ３，０３９億円 ７６０ ８２２億円 

２０１６年度 ２，５１６億円 ６７７ ７６４億円 

２０１７年度 １，７５２億円 ５０５ ７８８億円 

２０１８年度 １，２６１億円 ３５５ ６５３億円 

２０１９年度 １，１００億円 ３２１ ６５５億円 

２０２０年度 ７６７億円 ２６９ ６１２億円 

２０２１年度 ６７４億円 ２３７ ６０７億円 

※「決算補填等目的」の繰入は２０１４年度比２，７９４億円減少。１人当たり約１万円。 

②一般会計からの法定外繰入額の推移 

（愛知県） 

年 度 

決算補填等目的の繰入 

（削減・解消の対象） 

決算補填等目的以外の繰入 

（削減・解消の対象外） 

金 額 保険者数 金 額 保険者数 

２０１６年度 １２５億円 ３７ １０９億円 ４６ 

２０１７年度 ７１億円 ３２ １０７億円 ４８ 

２０１８年度 ５７億円 ２８ ９７億円 ４８ 

２０１９年度 ５３億円 ２８ ９５億円 ４６ 

２０２０年度 ２７億円 ２６ ９６億円 ４７ 

2021年度 ２７億円 ２６ ８９億円 ４８ 
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③名古屋市の法定外繰入は政令市で最高額  

【1人当たり法定外繰入額（２０２３年度予算）】 

都市名 １人当たり法定外繰入 
内    訳 

決算補填等目的 
（削減・解消の対象） 

決算補填等目的以外 
（削減・解消の対象外） 

名古屋市 １５，５９９円 ３，２１６円 １２，３８３円 

横浜市  ９，７８２円 ４，５７３円  ５，２０９円 

京都市  ５，１５９円     ０円  ５，１５９円 

大阪市  １，９１１円   ７８４円  １，１２７円 

神戸市      ０円     ０円      ０円 

④削減・解消の対象外の法定外繰入に力点  

１）名古屋市では、削減・解消の対象外となっている「決算補填等目的以外」の法定外繰
入に力点をおいて運動。 

２）前述１の①の「減免・軽減制度」のほかに、地方単独事業の医療費波及増の繰入、取

り過ぎた保険料（剰余金）を３年かけて一般会計から被保険者に返還する繰入も、

「決算補填等目的以外」の法定外繰入で実施している。 

（2023年度予算で、総額約 51億円・1人当たり 12，000円超） 

⑤「収入減少の減免要件」の緩和を 

１）収入減少の減免要件は、多くの市町村が前年所得３００万円以下、１/２以下に減少

などの極めて厳しい内容となっている。 

２）せめて、コロナ特例減免のように、前年所得１０００万円以下、３割以上減少で減免

を認めるべきである。 

３）名古屋市の要件は、前年所得１０００万円以下・当年見込所得２７４万円以下・前年所

得の８/１０以下に減少する世帯の所得割を減免 

※約６，５００世帯、６.２億円の実績（２０２２年度） 
 


